
多賀城市職員の給与等について

１　　統括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況(普通会計決算）

人

（3） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

【参考】地域手当補正補後のラスパイレス指数
（平成１９年４月１日現在）93.2

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務
員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

千円

歳出額
Ａ

千円

17,575,334

(参考）17年度
の人件比率

実質収支

21.7

％

22.3

人件費
Ｂ

千円

人件費率
B/A

千円

２　類似団体とは、人口規模、産業構造が類似している団体をいいます。

％千円

3,818,12720,737

給料

1,661,986

千円

(注）

区分

62,428
１８年度

人

住民基本
台帳人口
(１８年度末）

（参考）
類似団体平均
１人当たり給与費

6,809

２　職員数は、平成１８年４月１日現在の普通会計における職員数です。

区分

１８年度 417

職員数
Ａ

(注） １　職員手当には退職手当を含みません。

給　　　与　　　費

千円

職員手当

１人当たり
給与費
（Ｂ／Ａ）

6,168

千円

計　　Ｂ

2,571,864

期末・
勤勉手当

668,713

千円

241,165

１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を
示す指数です。

(H14)
 101.2%(H14)

 100.7%

(H14)
 97.4%

(H19)
 97.9%

(H19)
98.5%

(H19)
 94.1%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

102.0%

多賀城市 類似団体平均 全国市平均
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多賀城市職員の給与等について

２　　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１９年４月１日現在）
①　一般行政職

歳 円 円

②　技能労務職

歳 円 円 円 歳 円

円 円 円

.

参考

－

－

－

339,454 384,464

－ 320,514 －

－

－

－

－ －

－
1.33
1.94
－

－

166,800
－

Ａ／Ｂ

－

平均給与月額
（Ｂ）

－

339,400

381

322,872
303,206

312,917
297,821

331,155 391,139

１ 平均給与月額は、平均給料月額に扶養手当、通勤手当、住居手当、特殊勤務手当、管理職
手当及び時間外勤務手当等を加えたものです。

円

280,616
294,092

(注）

292,615

305,188

355,518

299,983
298,421

390,040

432,062356,040

3

10

平均給料月
額

人数

人
24

368,351

394,417

平　　　均
給与月額

平均給与月
額(国基準)

平均給与月額
（A)

平均給与月
額(国基準)

対応する民間
の類似職種

287,300

-

446,117

325,724

45.1

383,541

412,243

平均
年齢

平　　　均
給料月額

44.8

287,094

民間

区分
公務員
（Ｃ）

類似団体

国

類似団体

３ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍し
たものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給
された年間賞与の額を加えた試算値です。

公務員

平均
年齢

２ 平均給与月額(国基準)は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手
当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員の基準で再計算したものです。

区分

区分

多賀城市

42.5

40.7

多賀城市

宮城県

国

49.1

民間
（Ｄ）

C/D

参考
年収ベース（試算値）の比較

48.8 5,193

55 371,710

366,036

4,884,713 3,284,300

－

1.49

54.5

48.8

2,159,800うち自動車運転手 2.42

－ －
うち用務員

うち用務員

－ －

用務員
自家用乗用車自動車運転手

53.9

50.4

11

平均
年齢

－
227,200

51.5 － －

302,16751.8

宮城県

5,220,885

うち自動車運転手

－その他 4,990,925

47.0

多賀城市
－

その他
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多賀城市職員の給与等について

(2) 職員の初任給の状況（平成１９年４月１日現在）

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１９年４月１日現在）

円

円

-

-

円

技能労務職

　技能労務職員には、表の経験年数に該当する職員がいない箇所については記載しておりません。

円

(注）

一般行政職

中学卒 -

大学卒

高校卒

円257,850

- 円高校卒

円

高校卒

円

中学卒

区分

技能労務職
135,600 140,300 円

209,025

円258,780

142,800

円

国

176,800 170,200円

円

経験年数１５年経験年数１０年

円

経験年数２０年

123,900120,200

円

円

138,400

円-

円-円277,050

円

円

310,600 343,517

円 314,325262,300

170,200

宮城県

円

円

区分 多賀城市

一般行政職
高校卒 138,400

大学卒
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多賀城市職員の給与等について

３　　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１９年４月１日現在）

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

人材育成を主眼とした育成評価制度は実施しているものの、現在は勤務成績の評定へは反映しており
ません。

１　本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

市長公室、部長、理事、議会事務局長の職務（部長・理事）

区分

１級

４級

５級

６級

７級

３級

26

４級

３　平成１８年度から、給与制度改革により級構成が次のように改正されました。

７級６級

２級

５級４級２級

７級

(注）

３級

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

９級１級改正前 ８級

次長、副理事、工事検査監、会計管理者、監査委員事務局長の職務
（次長・課長・副理事等）

２級

標準的な職務内容

定例的な業務（主事・技師）

１級 ５級 ６級改正後 ３級

高度の知識又は経験を必要とする業務
（主事・技師）

係長、副主幹、主任、主査の職務、特定の分野において相当高度の
専門的知識又は経験を必要とする業務（係長・副主幹・主査）

市長公室長補佐、課長補佐、室長補佐、局長補佐、主幹、保育所長
の職務（課長補佐・主幹等）

課長、室長、参事、太陽の家園長の職務（課長・参事等）

職員数 構成比

23

163

人

人

人

8.1

7.1

50.6

17.4

19

8

人

人

人

人

8.4

56

27

5.9

2.5

％

％

％

％

％

％

％

１級, 8.1% １級, 8.6%

２級, 7.1%
２級, 12.1%

２級, 5.0%

３級, 50.6%
３級, 47.5%

３級, 10.2%

４級, 17.4% ４級, 15.6%

４級, 6.2%

５級, 8.4% ５級, 8.6%

５級, 52.6%

６級, 5.9% ６級, 5.7%

６級, 10.2%

７級, 9.3%

８級, 3.4%

１級, 1.2%

７級, 1.9%７級, 2.5% ９級, 1.9% 

0%

10%

20%

30%

40%
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60%
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100%

1９年度の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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多賀城市職員の給与等について

４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当（平成１８年度）

１人当たり平均支給年額 １人当たり平均支給年額 １人当たり平均支給年額
千円 千円 千円

（支給割合） （支給割合） （支給割合）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

１ （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
２ 勤勉手当の標準的な支給割合は1.42月分です。
３

(2) 退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

１人当たり平均支給額

(3) 地域手当（平成１９年４月１日現在）

5%

国の制度
国の制度完成時

3%
2%

（注） 　国の制度では、平成２２年度での完成を目指し、平成１８年度から支
給率を段階的に引き上げることとしています。

制度完成時
1%

支給対象職員数

全職員

全職員
4%
6% 6%

仙台市

支給率（現行）

3%

支給実績（１８年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

最高限度額

勤勉手当において、懲戒処分等のあった職員については支給率を変更しております。

勤続２５年
47.50月分勤続３５年
33.50月分

円

その他の加算措置

　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均
額です。

多賀城市

（注）

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

・役職加算　５％～１５％

多賀城市

（注）

(0.75)
月分

最高限度額

勤続２５年
勤続２０年 23.50月分

その他の加算措置

41,457

支給対象地域

早期退職特例２～２０％加算

－

23.50月分 30.55月分

国

・役職加算　５％～２０％

(1.60)

47.50月分勤続３５年
41.34月分
59.28月分

30.55月分 勤続２０年

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

・役職加算　５％～２０％
・管理職加算　１０％～２５％

59.28月分

－

59.28月分

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

41.34月分
59.28月分

33.50月分

月分
(1.60) (0.75)

月分

1,915

3.00

1,620

多賀城市

1.45 1.453.00 1.45

59.28月分59.28月分

(1.60)

千円18,324

宮城県

(0.75)

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

国

－

3.00

早期退職特例２～２０％加算

22,269千円該当者無し

・管理職加算　１５％～２５％
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多賀城市職員の給与等について

(4) 特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

(5) 時間外勤務手当

３種類

％

支給実績（１８年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 円

949

（注） 　平成１８年度は、上記のほかに税務手当、福祉業務手当、療育指導手当が支給されて
いました。

防疫業務手当

37,945

行旅死亡人の収容及び護送等の業務に従事した職
員

千円

区　　分

行旅死病人取扱手当

千円

5.7職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度）

手当の種類（手当数）

手当の名称

千円

115,252

81,884

支給範囲

支給実績（１８年度決算）

全　職　員

１回につき
2,000円

１回につき
1,300円

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律に基づく防疫業務に従事した職員

千円

支給単価

日額900円

278 千円

行旅病人の収容及び護送等の業務に従事した職員

302

１７年度決算額には下水道特別会計分は含みません。（以下、同じ。）

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

支給実績（１７年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当及び夜間勤務手当を含みます。
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多賀城市職員の給与等について

(6) その他の手当（平成１９年４月１日現在）

１　配偶者　13,000円 千円 円
２　配偶者以外
ア　２人まで、それぞれ　6,000円

イ　３人目から１人につき　5,000円

１　借家・借間に居住している職員 千円 円
ア

家賃－12,000円
イ

２　自宅に居住している職員

１　交通機関等の利用者 千円 円

２　交通用具使用者（１月あたり）

３　交通機関と交通用具の併用者

千円 円

80,400円

理事 71,000円
次長、会計管理者 67,700円
監査委員事務局長

57,800円
課長、室長 55,300円

参事、太陽の家園長 42,200円
その他出先の長 40,700円

千円 円

千円 円

1回に6,620円を超えない範囲内

　休日勤務手当及び夜間勤務手当については、４（５）時間外勤務手当に含まれています。

管
理
職
員
特

別
勤
務
手
当

－ －

管理職員が臨時又は緊急に公務の
運営の必要により週休日又は祝日に
勤務した場合に支給

１回に6，000円を超えない範囲内

50,320

国の制度
との異同

19,422

市長公室長、部長

副理事、工事検査監

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１８年度決算）

241,921

　管理職手当について、平成２０年３月まで80,400円は56,280円、71,000円は49,700円、67,700
円は47,390円、57,800円は40,460円、55,300円は38,710円、42,200円は29,540円、40,700円は
28,490円にそれぞれ減額されています。

198,186－

議会事務局長

615,750

60,706

２につい
て、使用
距 離 に
よる支給
額 が 異
なる。

一部
異なる

選管及び農業委員会事務局長

同じ

18,758

管理又は監督の地位にある職員に対
し、次の額を支給

38,177

－ －

－ －

支給実績
（１８年度決算）

配偶者がいない場合、そのうち
１人につき　11,000円

2,500円（居宅を新築・購入した日
から５年を経過するまでの間）

11,000円＋｛(家賃－23,000)÷
2｝で27,000円を限度

月額23,000円を超える家賃を
支払っている職員

月額23,000円以下の家賃を支
払っている職員

国の制度
と異なる
内容

同じ配偶者が扶養親族でない場
合、１人目の子　6,500円

扶養親族（子）のうち、１５歳か
ら２２歳までの間にある子　１人
につき5,000円加算

手当名

扶
養
手
当

内容及び支給単価

住
居
手
当

通
勤
手
当

運賃相当額＋交通用具使用の
額。ただし、１月あたり55,000円を
限度とする。

2,000円～24,500円

－

－ －

６月毎に６月に要する運賃等相当
額（１月あたり55,000円限度）

管
理
職
手
当

使用距離（片道）により

（注）

－

災害対策基本法等に定める職員が市
を離れて滞在を要する場合に支給

災
害
派

遣
手
当

等
－
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多賀城市職員の給与等について

５　特別職の報酬等の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円
円 円 円
円 円 円

（平成１８年度支給割合）

（平成１８年度支給割合）

（算定方式） （一期の手当額） （支給時期）
給料月額×０．４４×在職期間 円
給料月額×０．２６×在職期間 円 任期毎

　地方自治法の改正に基づき、収入役の職を平成１９年６月３０日に廃止しています。

964,000円

副 市 長
(741,000円)

／
／737,200

652,700
590,900

円

議 長

(867,600円)
780,000円

／

円435,000

区　　　　分 給　　　料　　　月　　　額　　　等

987,000 円 ／給
料

612,800

副 議 長

（注）

481,000

384,000

議 員

期
末
手
当

議 長
副 議 長

市 長

３．３月分

円

400,000

市 長

類似団体における最高／最低額

815,000

報
酬

副 市 長

320,000
350,000

４．４月分

／議 員
412,000

　平成12年４月から、市長の給料及び期末手当は１０％を減じて、副市長及び収入役の給料及
び期末手当は５％減じており、給料については（　）内の額が支給されています。

市 長 20,359,680
9,734,400副 市 長

退
職

手
当
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多賀城市職員の給与等について

６　職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）　１　職員数は一般職に属する職員数です。
    　　２　［　］内は、条例定数の合計です。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在）

区分 20 歳 未 満 20 ～ 23 24 ～ 27 28 ～ 31 32 ～ 35 36 ～ 39 40 ～ 43 44 ～ 47 48 ～ 51 52 ～ 55 56 ～ 59 60 歳 以 上 計
Ｈ19.4.1職員数 1 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

Ｈ14.4.1職員数 2 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

Ｈ19.4.1職員数 1 10 17 35 49 41 24 64 84 80 68 1 474
Ｈ14.4.1職員数 2 12 27 57 38 27 75 89 81 65 34 1 508

25
65 66

25
-1
0

2 組織改編に伴う増
組織改編に伴う減

0

418 408 -10

<参考>
人口1万人当たり職員数　　　65.36
人
(類似団体の人口1万人当たり職員
数65.23人)

<参考>
人口1万人当たり職員数　　　51.90
人
(類似団体の人口1万人当たり職員
数48.52人)

教育部門 87 84 -3 退職者不補充による減

331 324 -7

土 木 48 47 -1 事業進捗に伴う減
商 工 7 7 0
農 林 水 産 10 11 1 育児休業取得職員の補充による増
労 働 0 0 0

退職者不補充による減

衛 生 23 24 1 保健指導業務の充実による増

107 -1民 生 108

組織改編に伴う減・事業見直しによる減94 -6
29 28 -1 事業改善による減
100

6 0
平成１９年

6

0 0

そ の 他

合　　計 -9
<参考>
人口1万人当たり職員数　　　75.93
人

[502] [502]

483 474

公営企業
等会計部門

小 計 1

水 道 25 27
下 水 道 15 14

小計

総 務

消防部門

議 会

税 務

　　　　　　　               　区　　分
   部　　門

職員数 対前年
増減数

主な増減理由
平成１８年

普
通
会
計
部
門

一般行政部門

計

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

20
歳
未
満

20
～
23

24
～
27

28
～
31

32
～
35

36
～
39

40
～
43

44
～
47

48
～
51

52
～
55

56
～
59

60
歳
以
上

％

構成比

5年前の構成
比
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多賀城市職員の給与等について

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況
① 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

(参考)　多賀城市適正定員管理指針における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況(実績)の概要
（各年４月１日現在）

（注）　１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
　　　　２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
　　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降
             現年までの職員増減数の累計を示しています。

459-
40.0%増減 -1 -9 -25

全部門
職員数 484 483 474

計
19年
(２年目)

20年
(３年目)

21年
(４年目)

22年
(５年目)

17年～19年18年
(１年目)

平成17年4月1日 平成36年4月1日

職　員　数

1人

平成22年4月1日

474人

数値目標
始期

平成17年4月1日
職　員　数

5.2%

終期

484人 459人 25人

計画期間

370人体制の樹立

　　　　　　　          区　　分
  部　　門

17年
計画始期

３６歳
～
３９歳

４０歳
～
４３歳

区分
２０歳
未満

２８歳
～
３１歳

純減率

64人 84人 80人24人

純減数

職員数 1人 10人 17人 68人

６０歳
以上

２０歳
～
２３歳

２４歳
～
２７歳

35人 49人 41人

５２歳
～
５５歳

５６歳
～
５９歳

３２歳
～
３５歳

４４歳
～
４７歳

４８歳
～
５１歳

計

459

（参考）
数値目標

計
職員数 484 483 474

40.0%
-

増減 -1 -10
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多賀城市職員の給与等について

７　公営企業職員の状況

(1) 水道事業
①職員給与費の状況
決算　　

　 ％ ％

職員手当には退職手当を含みません。
②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１９年４月１日現在）

歳 円 円

③職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円
（支給割合）
期末手当 勤勉手当

月分
月分 月分

（加算措置の状況）

１ （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
２ 勤勉手当の標準的な支給割合は1.42月分です。
３ 勤勉手当において、懲戒処分等のあった職員については支給率を変更しております。

イ　退職手当

（支給率） （支給率）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

（注）

（注） 　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均
額です。

該当者無し 該当者無し 該当者無し 22,269千円

その他の加算措置 早期退職特例２～２０％加算その他の加算措置 早期退職特例２～２０％加算

59.28月分 59.28月分
勤続３５年 47.50月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額

59.28月分 勤続３５年

23.50月分 30.55月分
33.50月分 41.34月分
47.50月分 59.28月分

勤続２５年 33.50月分 41.34月分 勤続２５年

公営企業職員 一般行政職
自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.50月分 30.55月分

(0.71)

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

・役職加算　５％～１５％

(1.60)

勤続２０年

3.00 1.45 月分

団体平均

1,717 1,785

１人当たり平均支給年額（１８年度） １人当たり平均支給年額（１８年度）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

290,519 168,325

区分

総費用

6,474
千円

給　料
職員数

職員給与費

572,943

13,596
千円

期末・
勤勉手当

44,632

平均基本給 平均月収額

千円

9.89

26人

平均年齢

１８年度

計

千円 千円

１８年度

（Ｂ／Ａ）
千円

団体平均

527,617

（注）
110,097
千円

47.1

168,325

45.3

千円

（注） 平均月収額には、期末勤勉手当を含みます。

多賀城市

給与費

1,702,323

区分

（参考）１７年度の総
費用に占める職員給

与費比率

10.09
千円

区分
総費用に占める職
員給与費比率

6,895

375,666

（参考）
団体平均１人
当たり給与費

一人当たり
給与費

職員手当

多賀城市

393,352

純損益又は
実質収支
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多賀城市職員の給与等について

ウ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

エ　時間外勤務手当

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当及び夜間勤務手当を含みます。

オ　その他の手当（１９年４月１日現在）

休日勤務手当及び夜間勤務手当は７－（１）－③－エ　時間外勤務手当に含みます。

管理職員特別
勤務手当

－ 千円 － 円

2,267

千円

円

（注）

－千円

千円2,334

千円

千円職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算） 211

手当名
支給実績

（１８年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１８年度決算）

％

手当の種類（手当数）

支給範囲

支給実績（１８年度決算）

徴収・停水業務手当 徴収及び給水停止の業務に従事する職員

手当の名称

千円

支給単価

支給実績（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度） 26.9

5,070 千円

千円職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 199

月額3,100円

37,200 円

支給実績（１８年度決算） 261

区　　分 全　職　員

182,400

755,667

内容及び支給単価

扶養手当

住居手当

通勤手当

千円

1,124

管理職手当

912

１種類

4,568

194,500

千円

災害派遣手当
等

一般行政職に同じ。

－

80,286

円

円

円

円
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多賀城市職員の給与等について

(2) 下水道事業

①職員給与費の状況
決算　　

　 ％ ％

職員手当には退職手当を含みません。
②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１９年４月１日現在）

歳 円 円

③職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円
（支給割合）
期末手当 勤勉手当

月分
月分 月分

（加算措置の状況）

１ （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
２ 勤勉手当の標準的な支給割合は1.42月分です。
３ 勤勉手当において、懲戒処分等のあった職員については支給率を変更しております。

イ　退職手当

（支給率） （支給率）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

23.50月分
41.34月分

22,269千円
（注）

（注）

　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均
額です。

勤続２０年 23.50月分 30.55月分 勤続２０年

早期退職特例２～２０％加算

30.55月分

該当者無し 該当者無し 該当者無し

47.50月分 59.28月分
59.28月分 59.28月分

33.50月分

59.28月分 最高限度額

その他の加算措置 早期退職特例２～２０％加算その他の加算措置

多賀城市 団体平均
１人当たり平均支給年額（１８年度） １人当たり平均支給年額（１８年度）

1,646 1,766

3.00 1.45 月分

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

・役職加算　５％～１５％

勤続３５年 47.50月分 59.28月分 勤続３５年
最高限度額 59.28月分

（注） 下水道事業は、１８年度から企業会計が適用されました。（１７年度は特別会計）

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

（注） 平均月収額には、期末勤勉手当を含みます。

勤続２５年 33.50月分 41.34月分 勤続２５年

公営企業職員 一般行政職

(1.60) (0.71)

団体平均
44.4 373,334 571,401

下水道事業
48.3 410,944 564,269

区分 平均年齢 平均基本給 平均月収額

１８年度 １３人
千円

（注）
6,65751,457 13,683 21,397 86,537

千円

区分
職員数
（Ａ）

１８年度
千円

2,433,992 3.6
千円

計
（B） （Ｂ／Ａ）

86,537

歳出額
実質収支

人件費

Ａ

8,677

Ｂ／Ａ
千円

Ｂ

総費用に占める職
員給与費比率区分

千円

給与費 一人当たり
給与費

給　料 職員手当

千円 千円

期末・
勤勉手当

千円
6,866

（参考）１６年度の総
費用に占める職員給

与費比率

3.6

（参考）
団体平均１人
当たり給与費
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多賀城市職員の給与等について

ウ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

（注） 平成１８年度は、徴収・停水業務手当が支給されていました。

エ　時間外勤務手当

時間外勤務手当には、休日勤務手当及び夜間勤務手当を含みます。
下水道事業は、１８年度から企業会計が適用されました。（１７年度は特別会計）

オ　その他の手当（１９年４月１日現在）

休日勤務手当及び夜間勤務手当は７－（２）－③－エ　時間外勤務手当に含みます。

円

（注）

管理職員特別
勤務手当

－ 千円 －

（注）

58,600

手当名 内容及び支給単価
支給実績 支給職員１人当たり

平均支給年額
（１８年度決算）（１８年度決算）

円通勤手当 586 千円

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

312,000 円

住居手当 704 千円 234,667 円

扶養手当 2,184 千円

421 千円

支給実績（１８年度決算） 5,468 千円

％

支給実績（１８年度決算） 112 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 37,200 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度） 23.1

区　　分

－

全　職　員

円

一般行政職に同じ。
管理職手当 － 千円 － 円

災害派遣手当
等

－ 千円
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